
※負又は０の数値は参考数値で、公表は“－”で表示します。
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国民健康保険

○公営企業における資金不足比率
下水道事業

－
20.0・公営企業ごとの資金不足額の事業規模

に対する比率
(－15.8 )

○実質公債費比率
7.5 25.0 35.0

・公債費及び公債費に準じた経費の標準財政規模に対する比率

○将来負担比率
29.8 350.0・地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき負債の標準財政

規模に対する比率

○連結実質赤字比率 －
16.34 30.00

・全ての会計の実質赤字の標準財政規模に対する比率 （－5.01）

○実質赤字比率 －
11.34 20.00

・一般会計等の実質赤字の標準財政規模に対する比率 （－3.39）

財 政 健 全 化 指 標 （令和４年度）

○「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」を平成19年６月に制定。
○財政健全化４指標の公表は平成19年度決算から、計画策定の義務付けは平成20年度決算から適用。

（単位：％）
指 標 名 称 本市 比率 早期健全化基準 財政再生基準

○早期健全化基準を超えると・・・
財政健全化計画の策定
外部監査の要求 等

財政の早期健全化

○財政再生基準を超えると・・・

財政再生計画の策定、計画について国の同意

財政の再生

- １ -



健全化判断比率及び資金不足比率
（単位：千円、％）

１ 実質赤字比率

２ 連結実質赤字比率

３ 実質公債費比率（３か年平均）

４ 将来負担比率

５ 公営企業資金不足比率

388,056 2,450,872 -15.8

※ 黒字の場合は負の値で表示され参考数値となり、正式な発表は“－”（バー）で表されます。

※ 将来負担額＝地方債現在高＋債務負担行為支出額＋公営企業債繰入額＋組合等地方債負担額＋退職手当負担額＋土地開発公社
負債負担額＋第三セクター負債負担額

29.8
13,005,241

43,564,089

－ ( －15.8)

※ 黒字の場合は負の値で表示され参考数値となり、正式な発表は“－”（バー）で表されます。

（公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率）

資金不足比率＝
資金の不足額

事業の規模

会 計 名 資金の不足額 事業の規模 資金不足比率

浦安市下水道事業会計

43,564,089

29.8
（一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率）

将来負担比率＝
将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

※ 準元利償還金＝公営企業債償還繰入金＋組合等地方債償還負担金＋準公債費債務負担行為額

02年度 7.16329 01年度 9.08729
(04年度） 7.11203

3,098,29203年度 8.45115

※ 黒字の場合は負の値で表示され参考数値となり、正式な発表は“－”（バー）で表されます。

7.5
（一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率）

実質公債費比率＝
(元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

会 計 名 連結実質赤字額 標準財政規模 連結実質赤字比率

全会計（一般会計＋特別会計） 2,261,071 45,083,171 -5.01

※ 一般会計＋墓地公園事業特別会計

※ 黒字の場合は負の値で表示され参考数値となり、正式な発表は“－”（バー）で表されます。

－ （ －5.01）
（全会計を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率）

連結実質赤字比率＝
連結実質赤字額

標準財政規模

※ 標準財政規模には臨時財政対策債発行可能額を含む。以下同様。

会計名 実質赤字額 標準財政規模 実質赤字比率

一般会計等(※） 1,532,462 45,083,171 -3.39

－ （ －3.39）
（一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率）

実質赤字比率＝
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模
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